
必修科目を安定的に担当していた非常勤講師の契約更新への期待は一定程度合理的といえ、雇止めは客観的合理的理由を欠き無効
（学校法人玉手山学園事件　京都地裁　令5.5.19判決）
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●産業医面談を避けるため残業時間を過少申告する管理職にどう対応すればよいか
●禁止しているにもかかわらず廃棄処分の食品等を恒常的に持ち帰っていたパートタイマーを懲戒処分できるか
●災害時のみ在宅勤務を行う際、情報通信機器を持たない社員への補助は必要か
●給与明細を社内で見せ合う行為を就業規則で禁止できるか
●海外赴任先における税金の一部を新たに従業員に負担させることは不利益変更に当たるか
●休職期間終了後の業務を軽減する措置はパワハラとなるか
●業績悪化を理由に執行役員の賞与を不支給とすることは可能か
●長時間に及ぶパソコン作業により腱鞘炎を発症した場合、労災となるか
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